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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第49期
第１四半期
連結累計期間

第50期
第１四半期
連結累計期間

第49期

会計期間
自 2021年１月１日
至 2021年３月31日

自 2022年１月１日
至 2022年３月31日

自 2021年１月１日
至 2021年12月31日

売上高 (千円) 2,047,508 2,099,339 9,573,176

経常利益又は経常損失(△) (千円) 196,594 △29,791 1,066,616

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益又は
親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(千円) 175,206 △36,529 1,046,008

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 249,410 63,455 1,163,967

純資産額 (千円) 2,218,736 3,196,162 3,143,276

総資産額 (千円) 6,731,868 7,262,530 7,685,169

１株当たり四半期（当期）
純利益又は１株当たり
四半期純損失(△)

(円) 17.05 △3.53 101.25

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 16.96 ― 100.08

自己資本比率 (％) 32.8 43.8 40.8
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第50期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、当第１四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を

適用した後の指標等となっております。

 
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると

認識している主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要

な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症のオミクロン株による感染拡大の

影響により経済活動の制限を受けるなど厳しい状況で推移いたしました。また、世界経済においては、ロシア・ウ

クライナ情勢の緊迫化、様々な製品の不足や納期の長期化、原油価格や原材料価格の高騰等が幅広い業界に影響を

及ぼしており、依然として先行き不透明な状況が続いております。

外食産業におきましても、まん延防止等重点措置の再実施による影響や原材料・水道光熱費の高騰等、厳しい状

況が続いております。

こうした中、当社グループは、財務健全化を第一に捉えつつも、営業基盤の強化として、お手頃な価格帯のメ

ニューの拡充、マネジメント層やサービススタッフの教育・指導を徹底しサービス面の強化に取り組みました。ま

た、グループ全体のマーケティング活動を強化するため新たに資源の投入を行い専属のチームを立ち上げました。

そのほか、２月には東京都渋谷区に「タコファナティコ　渋谷」をオープンいたしました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は、20億99百万円（前年同期比2.5％増）となり、当第１四

半期連結累計期間末の総店舗数は46店舗となりました。

損益につきましては、営業損失は44百万円（前年同期は営業利益１億96百万円）、経常損失は29百万円（前年同

期は経常利益１億96百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は36百万円（前年同期は親会社株主に帰属する

四半期純利益１億75百万円）となりました。

報告セグメントについては、当社グループはレストラン経営を主とする飲食事業という単一セグメントでありま

すので、記載を省略しております。

売上高をコンセプト（営業形態）別にみると、「ラ・ボエム」は５億58百万円（前年同期比7.2％減）、「ゼス

ト」は52百万円（同65.3％増）、「モンスーンカフェ」は３億47百万円（同18.1％減）、「権八」は３億81百万円

（同20.4％減）、「ディナーレストラン」は３億81百万円（同31.1％増）、「フードコロシアム」は28百万円（同

23.0％増）、「その他」は３億48百万円（同78.2％増）となりました。既存店売上高につきましては前年同期比で

4.6％増加しました。

 

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較して４億22百万円減少し、72億62百万円とな

りました。

流動資産は前連結会計年度末と比較して５億36百万円減少し、19億39百万円となりました。主な変動要因は、現

金及び預金が４億47百万円減少したことによるものであります。

固定資産は前連結会計年度末と比較して１億13百万円増加し、53億23百万円となりました。主な変動要因は、新

規出店や為替変動により有形固定資産が１億12百万円増加したことによるものであります。

流動負債は前連結会計年度末と比較して３億66百万円減少し、18億63百万円となりました。主な変動要因は、未

払消費税等が２億12百万円、未払費用が62百万円それぞれ減少したことによるものであります。

固定負債は前連結会計年度末と比較して１億９百万円減少し、22億２百万円となりました。主な変動要因は、長

期借入金が１億７百万円減少したことによるものであります。

純資産は前連結会計年度末と比較して52百万円増加し、31億96百万円となりました。主な変動要因は、親会社株

主に帰属する四半期純損失36百万円を計上したこと、及び為替換算調整勘定が97百万円増加したことによるもので

あります。
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(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 
(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 16,896,000

計 16,896,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
(2022年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年５月13日)

上場金融商品取引所名又は登録認可金
融商品取引業協会名

内容

普通株式 10,360,300 10,360,300

東京証券取引所
市場第二部（第１四半期会計

期間末現在）
 スタンダード市場（提出日現在）

単元株式数は100株
であります。

計 10,360,300 10,360,300 ― ―
 

(注) 「提出日現在発行数」には、2022年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権（ストック・オプ

ション）の行使により発行された株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年　月　日
発行済株式
総数増減数(株)

発行済株式
総数残高(株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

2022年３月31日 ― 10,360,300 ― 42,010 ― 42,010

 

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2021年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

2021年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 600
 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

103,467 同上
10,346,700

単元未満株式
普通株式

― ―
13,000

発行済株式総数 10,360,300 ― ―

総株主の議決権 ― 103,467 ―
 

(注) １．「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が600株(議決権６個)含まれておりま

す。

２．「単元未満株式」には当社所有の自己株式51株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2021年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)      
株式会社
グローバルダイニング

東京都港区南青山
７丁目１－５

600 ― 600 0.01

計 ― 600 ― 600 0.01
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2022年１月１日から2022年

３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年１月１日から2022年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、明星監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第49期連結会計年度　EY新日本有限責任監査法人

第50期第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間　明星監査法人
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,850,873 1,403,753

  受取手形及び売掛金 300,582 254,171

  商品及び製品 14,928 8,362

  原材料及び貯蔵品 178,560 159,011

  その他 130,880 114,197

  流動資産合計 2,475,826 1,939,496

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 7,035,945 7,166,951

    減価償却累計額 △5,041,051 △5,118,204

    減損損失累計額 △749,577 △749,577

    建物及び構築物（純額） 1,245,316 1,299,169

   土地 2,669,337 2,717,833

   その他 216,210 226,637

   有形固定資産合計 4,130,864 4,243,639

  無形固定資産 1,321 1,141

  投資その他の資産   

   差入保証金 1,041,200 1,041,200

   その他 35,955 37,052

   投資その他の資産合計 1,077,156 1,078,253

  固定資産合計 5,209,342 5,323,034

 資産合計 7,685,169 7,262,530
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 288,036 233,652

  短期借入金 208,096 -

  1年内返済予定の長期借入金 384,560 606,588

  未払法人税等 27,153 6,738

  その他 1,321,942 1,016,520

  流動負債合計 2,229,788 1,863,499

 固定負債   

  長期借入金 1,580,042 1,472,596

  退職給付に係る負債 43,822 45,603

  資産除去債務 571,605 572,769

  その他 116,634 111,900

  固定負債合計 2,312,103 2,202,869

 負債合計 4,541,892 4,066,368

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 42,010 42,010

  資本剰余金 2,141,968 2,141,968

  利益剰余金 1,059,690 1,010,576

  自己株式 △333 △345

  株主資本合計 3,243,336 3,194,209

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 4,963 7,034

  為替換算調整勘定 △116,086 △18,171

  その他の包括利益累計額合計 △111,123 △11,137

 新株予約権 11,063 13,090

 純資産合計 3,143,276 3,196,162

負債純資産合計 7,685,169 7,262,530
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
　至 2021年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年３月31日)

売上高 2,047,508 2,099,339

売上原価 1,659,431 1,916,557

売上総利益 388,077 182,782

販売費及び一般管理費 192,041 227,616

営業利益又は営業損失（△） 196,036 △44,833

営業外収益   

 協力金収入 - 20,054

 その他 9,869 11,318

 営業外収益合計 9,869 31,372

営業外費用   

 支払利息 5,235 5,572

 為替差損 4,076 8,857

 その他 0 1,899

 営業外費用合計 9,311 16,329

経常利益又は経常損失（△） 196,594 △29,791

特別損失   

 減損損失 17,950 -

 特別損失合計 17,950 -

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

178,644 △29,791

法人税、住民税及び事業税 3,437 6,738

法人税等合計 3,437 6,738

四半期純利益又は四半期純損失（△） 175,206 △36,529

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

175,206 △36,529
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
　至 2021年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年３月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 175,206 △36,529

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 2,065 2,070

 為替換算調整勘定 72,137 97,914

 その他の包括利益合計 74,203 99,985

四半期包括利益 249,410 63,455

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 249,410 63,455

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これにより、フランチャイズ契約による加盟金については、従来は一時点で収益を認識しておりましたが、契約

期間にわたって認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。この結果、

利益剰余金の当期首残高は12,584千円減少しております。なお、当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は

軽微であります。

また、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的

な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しており

ません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響

はありません。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2021年１月１日
 至 2021年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2022年１月１日
 至 2022年３月31日）

減価償却費 40,892千円 47,719千円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自 2021年１月１日 至 2021年３月31日）

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

２．株主資本の著しい変動

当社は、2021年３月27日開催の取締役会決議に基づき、その他資本剰余金を1,466,867千円減少させ、同額を繰

越利益剰余金に振り替え、欠損の補填に充当しております。

 

当第１四半期連結累計期間（自 2022年１月１日 至 2022年３月31日）

配当に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自 2021年１月１日 至 2021年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自 

2022年１月１日 至 2022年３月31日）

当社グループは、レストラン経営を主とする飲食事業という単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。

 

(収益認識関係)

当社グループは、飲食事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益の区分は概ね単一であること

から、収益を分解した情報の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
至 2021年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年３月31日)

 (1) １株当たり四半期純利益又は
    １株当たり四半期純損失（△）

17円05銭 △3円53銭

 (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△） 
(千円)

175,206 △36,529

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益又は
普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純損失（△） (千円)

175,206 △36,529

普通株式の期中平均株式数(株) 10,278,144 10,359,619

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 16円96銭 ―

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 50,160 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注) 当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年５月13日

株式会社グローバルダイニング

取締役会  御中

 

明 星 監 査 法 人

 東京都目黒区
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 木   本   恵   輔  

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大   内      純    

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社グロー

バルダイニングの2022年１月１日から2022年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年１月１日

から2022年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年１月１日から2022年３月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社グローバルダイニング及び連結子会社の2022年３月31日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
その他の事項

会社の2021年12月31日をもって終了した前連結会計年度の第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間に係

る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監

査が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して2021年５月17日付けで無限定の結論を表明して

おり、また、当該連結財務諸表に対して2022年３月28日付けで無限定適正意見を表明している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

EDINET提出書類

株式会社グローバルダイニング(E03327)

四半期報告書

15/16



 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 
 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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